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北九州市未来人材支援基金条例をここに公布する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第２号

北九州市未来人材支援基金条例

（設置）

第１条 北九州市の産業の未来を担う人材を確保し、及び当該人材の本市への

定着を促進することを目的とした大学生等に係る奨学金の返還を支援する事

業に要する費用に充てるため、北九州市未来人材支援基金（以下「基金」と

いう。）を設置する。

（基金の積立て）

第２条 基金は、寄付金その他の収入及び市長が必要と認める額をもって積み

立て、その額は、予算に定めるところによる。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関に預け入れて、保管するものとする。

２ 市長が特に必要があると認める場合においては、基金に属する現金を最も

確実かつ有利な有価証券に代えて、保管することができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、この基金に編入するものとする。

（繰替運用）

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、基金に属する現金を、確

実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、歳計現金に繰り替えて運用する

ことができる。

（処分）

第６条 市長は、基金の設置の目的を達するため必要があると認めるときは、

予算の定めるところにより基金を処分することができる。

（委任）

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に市長が定める。

付 則

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第３号

北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改

正する条例

第１条 北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和３８年北

九州市条例第２０号）の一部を次のように改正する。

 第７条の３の見出し中「育児」の次に「又は介護」を加え、同条中「満た

ない子」の次に「（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項

の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の

成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判

所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定によ

り同法第６条の４第１項に規定する里親である職員に委託されている児童の

うち、当該職員が養子縁組によって養親となることを希望している者その他

これらに準ずる者として人事委員会規則で定める者を含む。以下この項及び

次条第１項において同じ。）」を、「除く」の次に「。次項において同じ」

を加え、同条に次の１項を加える。

２ 任命権者は、配偶者その他の人事委員会規則で定める者で負傷、疾病又

は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるも

の（以下この項、次条第２項及び第１０条第４項において「要介護者」と

いう。）を介護する職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該

要介護者を介護するために請求した場合には、公務の運営に支障がある場

合を除き、第７条に規定する勤務をさせてはならない。

 第７条の４第２項中「配偶者その他の人事委員会規則で定める者で負傷、

疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があ

るもの（以下「要介護者」という。）」を「要介護者」に改める。

第２条 北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を次のよ

うに改正する。

 第７条の３第１項中「第６条の４第１項」を「第６条の４第２号」に、「

里親」を「養子縁組里親」に改め、「のうち、当該職員が養子縁組によって

養親となることを希望している者」を削る。

   付 則
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 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２９年

４月１日から施行する。
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北九州市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第４号

北九州市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

第１条 北九州市職員の育児休業等に関する条例（平成４年北九州市条例第３

号）の一部を次のように改正する。

 第２条の２を第２条の３とし、第２条の次に次の１条を加える。

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める者）

第２条の２ 育児休業法第２条第１項の条例で定める者は、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第６条の４第２項に規定する養育里親である職

員（児童の親その他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため

、同項の規定により、同法第６条の４第１項に規定する里親であって養子

縁組によって養親となることを希望している者として当該児童を委託する

ことができない職員に限る。）に同法第２７条第１項第３号の規定により

委託されている当該児童とする。

 第３条第１号を次のように改める。

 （１） 育児休業をしている職員が産前の休業を始め、又は出産したこと

により当該育児休業の承認が効力を失った後、当該産前の休業又は出産

に係る子が次に掲げる場合に該当することとなったこと。

  ア 死亡した場合

  イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合

 第３条中第５号を第６号とし、第２号から第４号までを１号ずつ繰り下げ

、第１号の次に次の１号を加える。

 （２） 育児休業をしている職員が第５条に規定する事由に該当したこと

により当該育児休業の承認が取り消された後、同条に規定する承認に係

る子が次に掲げる場合に該当することとなったこと。

  ア 前号ア又はイに掲げる場合

  イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定によ

る請求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の審

判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉

法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された場合

第１１条第１号を次のように改める。

 （１） 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短時

10



間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休業を始め、又は

出産したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該

産前の休業又は出産に係る子が第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該

当することとなったこと。

第１１条中第６号を第７号とし、第２号から第５号までを１号ずつ繰り下

げ、第１号の次に次の１号を加える。

 （２） 育児短時間勤務をしている職員が第１４条第１号に掲げる事由に

該当したことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、同号

に規定する承認に係る子が第３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当す

ることとなったこと。

 第２０条第２項中「を承認されている」を「又は同条例第１０条第４項の

規定による休暇（市長が定める休暇に限る。以下この項において「介護に係

る休暇」という。）の承認を受けて勤務しない」に改め、「当該育児時間」

の次に「又は当該介護に係る休暇の承認を受けて勤務しない時間」を加える

。

第２条 北九州市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する

。

 第２条の２中「第６条の４第２項」を「第６条の４第１号」に、「第６条

の４第１項に規定する里親であって養子縁組によって養親となることを希望

している者」を「第６条の４第２号に規定する養子縁組里親」に改める。

   付 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成２９

年４月１日から施行する。

 （北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の給与等に関する特別措置に

関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）

２ 北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の給与等に関する特別措置に

関する条例等の一部を改正する条例（平成２８年北九州市条例第６２号）の

一部を次のように改正する。

  第３条中北九州市職員の育児休業等に関する条例第２０条第２項の改正規

定を次のように改める。

  第２０条第２項中「第５条」の次に「若しくは北九州市立の小学校、中

学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第

６条第１項」を加え、「同条例第１０条第４項」を「北九州市職員の勤務

時間、休日、休暇等に関する条例第１０条第４項若しくは北九州市立の小
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学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る条例第１４条第４項」に、「市長が」を「市長若しくは教育委員会が」

に改める。
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北九州市特別会計条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第５号

北九州市特別会計条例の一部を改正する条例

 北九州市特別会計条例（昭和３９年北九州市条例第８０号）の一部を次のよ

うに改正する。

 第１条中第１５号を削り、第１６号を第１５号とし、第１７号から第２２号

までを１号ずつ繰り上げる。

   付 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正前の第１条第１５号に規定する廃棄物発電特別会計の平成２８年度予

算に係る収入及び支出については、なお従前の例による。
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北九州市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第６号

北九州市手数料条例の一部を改正する条例

 北九州市手数料条例（平成１２年北九州市条例第１０号）の一部を次のよう

に改正する。

 別表第１２０号の５中「部分をいう。以下この号において同じ。）」の次に

「及び非住宅建築物」を加え、「登録建築物調査機関（エネルギーの使用の合

理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第７６条第１項に規定する登録

建築物調査機関をいう。以下この号」を「登録建築物エネルギー消費性能判定

機関（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５

３号）第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関をい

う。以下この号から第１２０号の７まで」に、「登録建築物調査機関による」

を「登録建築物エネルギー消費性能判定機関による」に、「登録建築物調査機

関又は」を「登録建築物エネルギー消費性能判定機関又は」に、「限る。以下

この号」を「限る。以下ウ及びエ」に改め、同表第１２０号の６中「（平成２

７年法律第５３号）」及び「（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律第１５条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関をいう。

次号において同じ。）」を削り、同表第１２０号の７の次に次のように加える

。

（１

２０

）の

８

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第１

２条第１項若

しくは第１３

条第２項の規

定に基づく建

築物エネルギ

ー消費性能確

保計画（以下

この号におい

て「計画」と

基本的審

査手数料

床面積

が３０

０平方

メート

ル未満

のもの

１件につき１０ , ０
００円（計画の変更

に対する建築物エネ

ルギー消費性能適合

性判定に係る審査（

軽微な変更に関する

証明書の交付の申請

に対する審査を含む

。以下この号におい

て同じ。）の場合に

あっては、１件につ

き５ , ０００円）

ア 手

数料

は、

基本

的審

査手

数料

と技

術的

審査

手数

料を

合算  床面積 １件につき２９ , ０
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いう。）に対

する建築物エ

ネルギー消費

性能適合性判

定に係る審査

、同法第１２

条第２項若し

くは第１３条

第３項の規定

に基づく計画

の変更に対す

る建築物エネ

ルギー消費性

能適合性判定

に係る審査又

は建築物のエ

ネルギー消費

性能の向上に

関する法律施

行規則（平成

２８年国土交

通省令第５号

）第１１条の

規定に基づく

軽微な変更に

関する証明書

の交付の申請

に対する審査

  が３０

０平方

メート

ル以上

２ , ０
００平

方メー

トル未

満のも

の

００円（計画の変更

に対する建築物エネ

ルギー消費性能適合

性判定に係る審査の

場合にあっては、１

件につき１４，５０

０円）

 した

金額

とす

る。 

イ 軽

微な 

変更

に関

する

証明

書の

交付

の申

請に

対す

る審

査に

つい

て、

この

号に

規定

する

手数

料を

徴す

ると

きは

、第

１４

４号

に規

定す

る手 

床面積

が２ ,
０００

平方メ

ートル

以上５

, ００
０平方

メート

ル未満

のもの

１件につき８５ , ０
００円（計画の変更

に対する建築物エネ

ルギー消費性能適合

性判定に係る審査の

場合にあっては、１

件につき４２ , ５０
０円）

床面積

が５ ,
０００

平方メ

ートル

以上１

０ , ０
００平

方メー

トル未

満のも

の

１件につき１３５ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき６７ , ５
００円）

床面積 １件につき１７０ ,  
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  が１０

, ００
０平方

メート

ル以上

２５ ,
０００

平方メ

ートル

未満の

もの

０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき８５ , ０
００円）

 数料

は徴

収し

ない 

。 

  床面積

が２５

, ００
０平方

メート

ル以上

のもの

１件につき２１３ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき１０６ ,
５００円）

技

術

的

審

査

手

数

料

モデ

ル建

物法

によ

る評

価を

行う

場合 

床面積

が３０

０平方

メート

ル未満

のもの

１件につき８３ , ０
００円（計画の変更

に対する建築物エネ

ルギー消費性能適合

性判定に係る審査の

場合にあっては、１

件につき４１ , ５０
０円）

床面積

が３０

０平方

メート

ル以上

２ , ０
００平

１件につき１２７ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき６３ , ５
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方メー

トル未

満のも

の

００円）

床面積

が２ ,
０００

平方メ

ートル

以上５

, ００
０平方

メート

ル未満

のもの

１件につき１６６ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき８３ , ０
００円）

床面積

が５ ,
０００

平方メ

ートル

以上１

０ , ０
００平

方メー

トル未

満のも

の

１件につき１９２ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき９６ , ０
００円）

   床面積

が１０

, ００
０平方

メート

ル以上

２５ ,  

１件につき２２３ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき１１１ ,  
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   ０００

平方メ

ートル

未満の

もの

５００円）

  床面積

が２５

, ００
０平方

メート

ル以上

のもの

１件につき２４９ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき１２４ ,
５００円）

標準

入力

法又

は主

要室

入力

法に

よる

評価

を行

う場

合

床面積

が３０

０平方

メート

ル未満

のもの

１件につき２３２ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき１１６ ,
０００円）

床面積

が３０

０平方

メート

ル以上

２ , ０
００平

方メー

トル未

満のも

の

１件につき３６１ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき１８０ ,
５００円）

床面積

が２ ,  
１件につき４７１ ,
０００円（計画の変
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   ０００

平方メ

ートル

以上５

, ００
０平方

メート

ル未満

のもの

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき２３５ ,
５００円）

   床面積

が５ ,
０００

平方メ

ートル

以上１

０ , ０
００平

方メー

トル未

満のも

の

１件につき５５０ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき２７５ ,
０００円）

   床面積

が１０

, ００
０平方

メート

ル以上

２５ ,
０００

平方メ

ートル

未満の

もの

１件につき６３９ ,
０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき３１９ ,
５００円）

   床面積 １件につき７１２ ,  
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   が２５

, ００
０平方

メート

ル以上

のもの

０００円（計画の変

更に対する建築物エ

ネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

の場合にあっては、

１件につき３５６ ,
０００円）

（１

２０

）の

９

建築基準法第

７条第１項の

規定に基づく

申請又は同法

第１８条第１

６項の規定に

基づく通知に

対する建築物

（特定工程に

係る建築物を

含む。）の工

事の完了検査

のうち、建築

物のエネルギ

ー消費性能の

向上に関する

法律第１１条

第１項の規定

に適合してい

ることの検査

床面積の

合計 

３００

平方メ

ートル

未満の

もの

１件につき５，００

０円

ア 床

面積

の合

計は

、建

築物

のエ

ネル

ギー

消費

性能

の向

上に

関す

る法

律第

１１

条第

１項

の規

定の

適用

を受

ける

建築

物の

部分 

３００

平方メ

ートル

以上２

, ００
０平方

メート

ル未満

のもの

１件につき８，００

０円

２ , ０
００平

方メー

トル以

上５ ,
０００

平方メ

ートル

未満の

もの

１件につき１３，０

００円

５ , ０
００平

方メー

１件につき１７，０

００円
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 トル以

上１０

，００

０平方

メート

ル未満

のもの

の床

面積

の合

計に

つい

て算

定す

る。

イ 第

１１

２号

又は

第１

１６

号に

規定

する

手数

料は

、こ

の号

に規

定す

る手

数料

とは

別に

算定

する

。 

１０ ,
０００

平方メ

ートル

以上２

５ , ０
００平

方メー

トル未

満のも

の

１件につき２０，０

００円

２５ ,
０００

平方メ

ートル

以上の

もの

１件につき２３，０

００円

 別表第１４０号の次に次のように加える。

（１

４０

）の

火薬類取締法

施行令（昭和

２５年政令第

１件につき２２０，

０００円 
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２ ３２３号）第

１６条第１項

第１号の規定

に基づく火薬

類取締法（昭

和２５年法律

第１４９号）

第３条に規定

する火薬類の

製造の許可の

申請に対する

審査 

（１

４０

）の

３

火薬類取締法

第５条の規定

に基づく火薬

類の販売営業

の許可の申請

に対する審査 

競技用紙雷管のみ

の販売営業の許可

に係るもの 

１件につき２５，０

００円 

その他の販売営業

の許可に係るもの

１件につき１１０，

０００円 

（１

４０

）の

４

火薬類取締法

第１２条第１

項の規定に基

づく火薬庫の

設置又は移転

の許可の申請

に対する審査 

１件につき７３，０

００円

（１

４０

）の

５

火薬類取締法

第１２条第１

項の規定に基

づく火薬庫の

構造又は設備

の変更の許可

の申請に対す

る審査 

１件につき８，３０

０円

（１ 火薬類取締法 １件につき４１，０
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４０

）の

６

施行令第１６

条第１項第１

号の規定に基

づく火薬類取

締法第１５条

第１項又は第

２項に規定す

る火薬類の製

造施設の完成

検査

００円

（１

４０

）の

７

火薬類取締法

第１５条第１

項又は第２項

の規定に基づ

く火薬庫の完

成検査

設置又は移転の工

事に係るもの

１件につき４１，０

００円

構造又は設備の変

更の工事に係るも

の

１件につき２３，０

００円

（１

４０

）の

８

火薬類取締法

第１７条第１

項の規定に基

づく火薬類の

譲渡しの許可

の申請に対す

る審査

１件につき１，２０

０円

（１

４０

）の

９

火薬類取締法

第１７条第１

項の規定に基

づく火薬類の

譲受けの許可

の申請に対す

る審査

火工品のみの譲受

けの許可に係るも

の 

１件につき２，４０

０円 

その

他の

譲受

けの

許可

に係

るも

の 

申請に係る

火薬類（火

工品を除く

。）の数量

が２５キロ

グラム以下

の場合

１件につき３，５０

０円

 その他の場 １件につき６，９０
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合 ０円

（１

４０

）の

１０

火薬類取締法

第２４条第１

項の規定に基

づく火薬類の

輸入の許可の

申請に対する

審査 

申請に係る火薬及

び爆薬の数量が２

５キログラム以下

の場合

１件につき１２，０

００円

その他の場合 １件につき２５，０

００円

（１

４０

）の

１１

火薬類取締法

第２５条第１

項の規定に基

づく煙火の消

費の許可の申

請に対する審

査 

１件につき７，９０

０円

（１

４０

）の

１２

火薬類取締法

施行令第１６

条第１項第１

号の規定に基

づく火薬類取

締法第３５条

第１項に規定

する特定施設

に係る保安検

査又は同項の

規定に基づく

火薬庫に係る

保安検査 

１件につき４１，０

００円

付 則 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 
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北九州市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２９年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第７号

北九州市市税条例等の一部を改正する条例

（北九州市市税条例の一部改正）

第１条 北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）の一部を次の

ように改正する。

第７条中「公示送達は、」の次に「市役所の掲示場又は」を加える。

付則第７条の３の２第１項中「平成４１年度」を「平成４３年度」に、「

平成３１年」を「平成３３年」に改める。

付則第１１条の２を削る。

付則第１５条の２中第１号から第４号までを削り、第５号を第１号とし、

第６号から第１８号までを４号ずつ繰り上げる。

付則第１５条の３及び第１５条の４を次のように改める。

第１５条の３及び第１５条の４ 削除

付則第１５条の７第１項第２号中「所得税法施行令」の次に「（昭和４０

年政令第９６号）」を、「法人税法施行令」の次に「（昭和４０年政令第９

７号）」を加える。

付則第１８条の２を削る。

付則第２８条第２項から第４項までの規定中「平成２７年４月１日から平

成２８年３月３１日まで」を「平成２８年４月１日から平成２９年３月３１

日まで」に、「において、平成２８年度分」を「には、平成２９年度分」に

改める。

（北九州市市税条例及び法人の市民税の課税の臨時特例に関する条例の一部

を改正する条例の一部改正）

第２条 北九州市市税条例及び法人の市民税の課税の臨時特例に関する条例の

一部を改正する条例（平成２８年北九州市条例第３０号）の一部を次のよう

に改正する。

付則第１条第２号及び第２条第４項中「平成２９年４月１日」を「平成３

１年１０月１日」に改める。

付 則

（施行期日）

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中北九州市市税

条例付則第２８条の改正規定は、平成２９年４月１日から施行する。
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（軽自動車税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後の北九州市市税条例付則第２８条の規定は

、平成２９年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、平成２８年度分

までの軽自動車税については、なお従前の例による。
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北九州市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第８号

北九州市特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

北九州市特定非営利活動促進法施行条例（平成２４年北九州市条例第１２号

）の一部を次のように改正する。

第１１条第２項中「行ったときは」を「行った後」に改め、「、海外への送

金又は金銭の持出しを行うときは事前に（災害に対する援助その他緊急を要す

る事情により事前に書類の提出ができなかったときは速やかに）、」を削る。

付 則

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市環境科学研究所手数料条例及び北九州市職員の特殊勤務手当に関す

る条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第９号

北九州市環境科学研究所手数料条例及び北九州市職員の特殊勤務

手当に関する条例の一部を改正する条例

 （北九州市環境科学研究所手数料条例の一部改正）

第１条 北九州市環境科学研究所手数料条例（昭和３９年北九州市条例第９４

号）の一部を次のように改正する。

  題名を次のように改める。

    北九州市保健環境研究所手数料条例

  第１条中「北九州市環境科学研究所」を「北九州市保健環境研究所」に改

める。

 （北九州市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第２条 北九州市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和４１年北九州市条例

第４３号）の一部を次のように改正する。

  別表の１の項第３号中「環境科学研究所に勤務する一般技術員」を「保健

環境研究所に勤務する一般技術員（食品衛生検査所に勤務する一般技術員を

除く。）」に改める。

付 則

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。
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 北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第１０号 

北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）の一部を次

のように改正する。 

 第１１条の２第１項中「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式等

に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」に、「に該当する」を「の

適用がある」に、「附則第３５条の２第６項」を「附則第３５条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第１５項

の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の２の

２第５項」に、「株式等に係る譲渡所得等の金額」を「上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」に、「附則第３５条の２の６第１１項若しくは第１５項又は第

３５条の３第１１項」を「附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第

１３項若しくは第１５項」に改め、「附則第３５条の４の２第７項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）」の次に「、外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４

４号）第８条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用す

る場合を含む。第２０条第１項において同じ。）に規定する特例適用利子等の

額、同法第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項において準用

する場合を含む。第２０条第１項において同じ。）に規定する特例適用配当等

の額」を加える。 

  第２０条第１項中「上場株式等に係る配当所得の金額」を「上場株式等に係

る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）」に、「附則第３５条の２第６項

」を「附則第３５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の

金額）、同法附則第３５条の２の２第５項」に、「株式等に係る譲渡所得等の

金額」を「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」に、「附則第３５条の２の６

第１１項若しくは第１５項又は第３５条の３第１１項」を「附則第３５条の２

の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは第１５項」に改め、「附則第

３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）」の

次に「、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関
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する法律第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、同条第４項に規定する

特例適用配当等の額」を加える。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１１条の２及び第２０条の規定は、平成２９年度以後の年度分

の保険料について適用し、平成２８年度分までの保険料については、なお従

前の例による。 
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 北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例及び北九州

市自動車駐車場条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市条例第１１号

   北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例   

   及び北九州市自動車駐車場条例の一部を改正する条例

 （北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例の一部改

正）

第１条 北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する条例（昭

和４７年北九州市条例第７号）の一部を次のように改正する。

  第２条第８号中「及び道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号）第１

８条第１項の規定により設置する駐車場」を削る。

  第２８条の２第１項中「（道路整備特別措置法第１８条第１項の規定によ

り設置する駐車場を除く。以下この条において同じ。）」を削る。

  第３６条の３第２号中「（道路整備特別措置法第１８条第１項の規定によ

り設置する駐車場を除く。）」を削る。

  別表第４の２の北九州市営勝山公園地下駐車場の項を削る。

 （北九州市自動車駐車場条例の一部改正）

第２条 北九州市自動車駐車場条例（平成５年北九州市条例第７号）の一部を

次のように改正する。

  別表第１中

 「

北九州市営九州鉄道記念館西

駐車場

北九州市門司区清滝二丁目３番

                                」

 「

北九州市営九州鉄道記念館西

駐車場

北九州市門司区清滝二丁目３番

北九州市営勝山公園地下駐車

場

北九州市小倉北区城内１番

                                」

改める。

  別表第２中

 を

 に
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 「

時間外駐車 １台につき１回 １，３００円

                                」

 「

時間外駐車 １台につき１回 １，３００円

北九州市営勝

山公園地下駐

時間内駐車 １台につき３０分又はその端数

ごとに １５０円

車場 時間外駐車 １台につき１回 １，５００円

                                」

改め、同表の注書中「北九州市営室町駐車場」を「北九州市営勝山公園地下

駐車場、北九州市営室町駐車場」に改める。

   付 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例の施行の日前から同日以後にわたり北九州市営勝山公園地下駐車

場に駐車した場合の駐車料金については、なお従前の例による。

３ この条例の施行の際現に発行されている北九州市都市公園、霊園、駐車場

等の設置及び管理に関する条例別表第５に規定する定期券（北九州市営勝山

公園地下駐車場に係るものに限る。）は、北九州市自動車駐車場条例第４条

第５項に規定する定期駐車券とみなす。

 を

 に
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 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第１２号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時   

間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号）の一部を次のように

改正する。

第１０条の見出し中「育児」の次に「又は介護」を加え、同条中「満たない

子」の次に「（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定

により教職員が当該教職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立

について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係

属している場合に限る。）であって、当該教職員が現に監護するもの、児童福

祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親である教職員に委託されている児童そ

の他これらに準ずる者として人事委員会規則で定める者を含む。以下この項及

び次条第１項において同じ。）」を、「除く」の次に「。次項において同じ」

を加え、同条に次の１項を加える。

２ 教育委員会は、配偶者その他の人事委員会規則で定める者で負傷、疾病又

は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの

（以下この項、次条第２項及び第１４条第４項において「要介護者」という

。）を介護する教職員が、人事委員会規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護するために請求した場合には、公務の運営に支障がある場合を除

き、第８条に規定する勤務をさせてはならない。

第１１条第２項中「配偶者その他の人事委員会規則で定める者で負傷、疾病

又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの

（以下「要介護者」という。）」を「要介護者」に改める。

   付 則

 この条例は、公布の日から施行する。
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 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員定数条例をここに公

布する。

  平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第１３号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員定数条例   

（定義）

第１条 この条例において「教職員」とは、北九州市立の小学校、中学校及び

特別支援学校の常勤の職員（臨時に雇用される者を除く。）のうち、校長、

副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、

養護助教諭、講師、寄宿舎指導員、学校栄養職員及び学校事務職員をいう。

（教職員の定数）

第２条 教職員の定数は、５，２５０人とする。

 （教職員の定数の配分）

第３条 前条に規定する教職員の定数の学校別の配分については、教育委員会

が定める。

 （準用）

第４条 定数外とする教職員については、北九州市職員定数条例（昭和３８年

北九州市条例第９号）第２条第２項の規定を準用する。

付 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

（北九州市職員定数条例の一部改正）

２ 北九州市職員定数条例の一部を次のように改正する。

第２条第１項第３号中「職員」の次に「（北九州市立の小学校、中学校及

び特別支援学校の教職員定数条例（平成２９年北九州市条例第  号）第１

条に規定する教職員を除く。）」を加える。
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北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。

平成２９年３月３１日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第１４号

北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する   

条例

北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条例第

８号）の一部を次のように改正する。

別表第２の図書館の項中

 〃   門司

 〃

〃   〃  老松町３番３号

 〃   門司

 〃

〃   〃  老松町３番３号

 〃   小倉

南 〃

〃   小倉南区若園四丁目１番６０号

改める。

 別表第３の２ 社会教育関係の表の図書館の項中

駐車場使用料 八幡西図書館

駐車場使用料 小倉南図書館

八幡西図書館

改める。

   付 則

 この条例は、規則で定める日から施行する。

「

を

」

「

」

に

「

「

」

に

」

を
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 北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市条例第１５号 

北九州市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 北九州市国民健康保険条例（昭和４２年北九州市条例第５３号）の一部を次

のように改正する。 

第２０条第１項中「２６万５，０００円」を「２７万円」に改め、同条第２

項中「４８万円」を「４９万円」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２０条の規定は、平成２９年度以後の年度分の保険料について

適用し、平成２８年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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北九州市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２９年３月３１日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第１６号 

北九州市議会委員会条例の一部を改正する条例 

北九州市議会委員会条例（昭和５１年北九州市条例第４７号）の一部を次の

ように改正する。 

 第４条第２項中「８人」を「９人」に改める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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